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平成22年度における継続基準、非継続基準の予定利率を以
下とする告示※１の改正が行われましたのでご案内します。

１．継続基準の下限予定利率：年1.3％※２ （DB年金）

２．非継続基準予定利率：年2.38％ （厚年基金、DB年金）
⇒一定の手続き※３を前提に年1.904％～2.856％の範囲内で設定可能

３．予定死亡率の改正 （厚年基金※４、DB年金）

ポイントポイント

※１ 厚生労働省告示第58号・同第83号・同第99号

※２ 厚年基金の継続基準の予定利率は現状通知未発出。ＤＢ年金と同様の数値になると思われる。

※３ 厚年基金および基金型DB：代議員会の議決

規約型DB：被保険者等の過半数で組織する労働組合の同意
（当該労働組合がない場合は被保険者等の過半数を代表する者の同意）

※４ 非継続基準の改正。継続基準の予定死亡率は 年金ニュースNo.181ご参照。

前年度の比較等については次頁ご参照

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2009_104.pdf
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平成２２年度の予定利率平成２２年度の予定利率

継続基準における下限予定利率は、10年国債の直近1年平均（1.358％）と5年平均
（1.536％）のいずれか低い率を基準に設定されています。

非継続基準における予定利率は、30年国債の直近5年平均（2.384％）を勘案して設定されて
います。

厚生年金基金

非継続基準

代行部分（注）
（転がし利率）

プラスアルファ
部分

H20 1.6% 1.4% 3.10% 2.27%
(1.816%～2.724%)

1.4% 2.27%
(1.816%～2.724%)

H21 1.5% 1.5% △3.54% 2.44%
(1.952%～2.928%)

1.5% 2.44%
(1.952%～2.928%)

H22 1.3% (予定1.3%※) △6.83% 2.38%
(1.904%～2.856%)

1.3% 2.38%
(1.904%～2.856%)

非継続基準継続基準
（下限予定利率）

確定給付企業年金

年度 適格年金
（下限予定利率） 継続基準

（下限予定利率）

（注）下線部が今回明らかになった箇所。
非継続基準の代行部分は各年度の4月～12月に適用される率を表記（例 H21年度：4～12月△3.54%、翌1～3月△6.83％）。

※ 厚年基金の継続基準の予定利率は現状通知未発出。ＤＢ年金と同様の数値になると思われる。

予定死亡率予定死亡率

今回の厚生年金本体の財政検証の基礎率に準拠したもの。

厚年基金の非継続基準の予定死亡率は、平成22年4月1日以降を基準日とする財政計算・財
政決算から適用。（継続基準の予定死亡率改正は改正済。

ＤＢ年金の継続基準、非継続基準の予定死亡率は平成22年4月1日以後を基準日とする財政
再計算・財政決算から適用。（継続基準は早期適用可）

年金ニュースNo.181ご参照）

以上
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